
（別紙②） 指定管理者と八郎潟町との責任分担表 

項目 対応内容 指定管理者 八郎潟町 

⑴管理施設の修繕 ①小破修繕（小規模でかつ使用価値

又は効用の減少を防ぐ、いわゆる本

体の維持管理又は原状復旧を目的と

する修繕） 

費用負担。  

②大規模修繕等（小破修繕以外）  費用負担。 

③１件当たり 50万円以上の修繕 事前に内容等の報告義務。  

④事故・災害等による施設等の修繕 協議。 協議。 

⑵緊急時の対応 ①本業務の実施に関連して事故、災

害等の緊急事態発生時 

必要な措置。町への報告義務。関係

者への通報義務。 

調査権。 

②原因調査 費用負担。 協力義務。 

⑶町による貸付備

品等の扱い 

①管理上遵守すべき事項 別途締結する基本協定書による。 別途締結する基本協定書による。 

②経年劣化等により本業務の用に供

することができなくなったとき 

町へ協議。ただし、指定管理料のう

ち備品等の購入又は調達について年

度協定に定められている場合は、予

定額の範囲内で購入又は調達。 

協議に基づき、必要に応じて、

備品等を購入又は調達。 

⑷その他備品等の

扱い 

①購入又は調達 可能であり、本業務の実施の用に供

することができる。 

なし。 

②経年劣化等により本業務の用に供

することができなくなったとき 

自己の費用において必要な備品等を

購入又は調達する。 

なし。 

⑸業務実施状況の

確認等 

①四半期報告書及び事業報告書に基

づく確認等 

調査受け入れ義務。 調査権。 

②確認等の結果により、改善の対応 

が必要となった場合 

費用負担。 改善指示。 

③改善指示を経てもなお、最低限の

業務遂行水準を満たしていないと判

断した場合 

賠償。 違約金請求。損害が発生したと

きは、別に損害賠償請求。 

⑹損害賠償等 ①指定管理者の故意又は過失により

管理物件を損傷し、又は滅失したと

き 

賠償。 損害賠償請求。 

②指定管理者の責めに帰すべき事由

により発生した損害について、町が

第三者に賠償した場合 

賠償。 損害賠償請求。 

⑺保険 ①業務の実施に当たり、付保する保

険 

＜例示＞ 

・施設賠償責任保険。 

・第三者賠償保険。 

火災保険。 

⑻不可抗力 ①発生時の対応 影響を早期に除去すべく早急に対応

措置（損害及び損失並びに増加費用

を最小限にするよう努める）。 

 

②費用等の負担 不可抗力に起因して指定管理者に損

害及び損失並びに増加費用が発生し

たときは、指定管理者は、その内容

及び程度の詳細を記載した書面によ

り町に通知。 

通知があったときは、損害の状

況の確認を行った上、指定管理

者と協議し、不可抗力の判定、

費用負担等を決定。合理性の認

められる範囲で負担（指定管理

者が付保した保険により補てん

された金額相当分については、

負担に含めない）。 
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③実施義務の免除 ⑻②による協議の結果、不可抗力の

発生により本業務の全部又は一部の

実施ができなくなったと認められる

ときは、不可抗力により影響を受け

る限度において本協定に定める義務

を免れる。 

指定管理者との協議の上、指定

管理者が当該業務を実施できな

かったことにより支出を免れた

費用相当額を指定管理料から減

じることができる。 

⑼指定期間の満了 ①原状回復義務 指定期間の満了の日までに、指定開

始日を基準として管理物件を原状に

回復し、町に対して管理物件を明け

渡さなければならない。ただし、町

が認めた場合は、原状回復は行わず

に、別途町が定める状態で町に対し

て管理物件を明け渡すことができ

る。 

原状回復を求めるか判断。 

②備品等の扱い 指定管理者に所有権が帰属する備品

等については、原則として指定管理

者が自己の責任と費用で撤去又は撤

収するものとする。ただし、町との

協議により、町又は町が指定するも

のに対して引き継ぐことができる。 

町に所有権が帰属する備品等に

ついては、町又は町が指定する

ものに対して引き継ぐ。 

(10)本業務の範囲

外の事業 

①本施設の設置目的に合致し、かつ

本業務の実施を妨げない範囲内にお

ける自主事業の実施。 

指定管理者の責任と費用により実

施。事業計画書の事前提出。 

事業計画書の承認（条件を定め

ることができる）。 

※「不可抗力」とは、天災 (地震、津波、落雷、暴風雨、洪水、異常降雨、土砂崩壊等)、人災(戦争、テロ、暴動等)、法令変更その他 町

及び指定管理者の責めに帰することのできない事由をいう。なお、物価の増減、施設利用者数の増減は、不可抗力に含まないものとする。 


